
さいたま市勤労者団体補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の勤労者団体が、勤労者の生活の充実、

福祉の増進及び労働条件の改善を図るため、単独又は共同で実施

する事業の実施に要する経費の一部を、予算の範囲内で補助金を

交付することについて、さいたま市補助金等交付規則（平成１３

年規則第５９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

  

 （補助対象事業者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象事業者」と

いう。）は、市内に事務所を有する勤労者団体であって、３０以

上の単位労働組合等の加盟により、協議会を組織しているものを

いう。 

  

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」と

いう。）は、次の各号に掲げる事業とする。 

 ⑴ 勤労者の生活の充実、福祉の増進及び労働条件の改善を図る

ための事業  

 ⑵ 勤労者の教養文化の向上及び健康増進を図るための事業 

 ⑶ その他勤労者の余暇活動の充実を図るための事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に揚げる事業は補助対象にしない。 

 ⑴ 勤労者団体の運営に係る事業 

 ⑵ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを

目的とする事業 

 ⑶ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３

条に規定する公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者

になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を

推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする事業 

  

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」と

いう。）は、別表のとおりとする。 

  

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、前条の規定による補助対象経費の、２分の

１以内の額で、予算の範囲内において交付するものとする。 



２ 前項の規定により補助金の額を算定する場合において、その額

に１万円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。 

  

 （交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象事業者は、さいた

ま市勤労者団体補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる

書類を添え、補助金の交付を受けようとする事業実施日の１４日

前までに市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 事業計画書 

 ⑵ 事業に係る予算書及び積算の基礎 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

  

 （交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請

に係る書類の審査及び必要に応じて行う調査により、補助対象事

業の目的及び内容が適正であるかどうかを調査し、補助金交付の

可否について決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときはさい

たま市勤労者団体補助金交付決定通知書（様式第２号）により、

不交付を決定したときはさいたま市勤労者団体補助金不交付決定

通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付を決定した場合にお

いて、必要があるときは、条件を付すことができる。 

  

 （暴力団排除） 

第８条 次の各号のいずれかに該当するものは、補助金の交付の対

象としない。 

 ⑴ 暴力団（さいたま市暴力団排除条例（平成２４年さいたま市

条例第８６号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

 ⑵ 役員（代表者、理事、監事又はこれらに準ずるものをいう。

）のうちに暴力団員（さいたま市暴力団排除条例第２条第２号

に規定する暴力団員をいう。）に該当するものがあるもの。 

２ 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた

もの（以下「補助事業者」という。）が、前項各号のいずれかに

該当するときは、交付の決定の全部又は一部を取り消すものとす

る。 

３ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合

において、取消しに係る部分について既に補助金が交付されてい



るときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

  

 （交付申請の取下げ） 

第９条 補助事業者は、第７条第２項の規定による通知を受けた場

合において、当該通知に係る補助金の交付の決定の内容及びこれ

に付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日の翌日

から起算して３０日以内に、当該申請を取り下げることができる。 

  

 （変更の申請） 

第１０条 補助事業者は、当該補助金の申請事項又は添付書類の内

容に変更が生じた場合は、遅滞なく、さいたま市勤労者団体補助

金変更交付申請書（様式第４号）に必要な書類を添付して、市長

に提出し、当該変更の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、内容

を審査し、承認の可否を決定し、補助事業者に対して、さいたま

市勤労者団体補助金変更交付決定通知書（様式第５号）により通

知するものとする。 

  

 （状況報告） 

第１１条 補助事業者は、規則第１２条の報告を求められたときは、

書面により、市長に報告しなければならない。 

  

 （実績報告） 

第１２条 補助事業者は、第７条第１項の規定による補助金の交付

決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）が完了した日か

ら３０日を経過した日又は補助事業が完了した日の属する年度の

３月１５日（その日が休日に当たるときは、その日前においてそ

の日に最も近い休日でない日）のいずれか早い日までに、さいた

ま市勤労者団体補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書

類を添え、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 事業報告書 

 ⑵ 補助事業に係る収入支出の決算書 

 ⑶ 支払明細書 

 ⑷ 補助事業に係る経費の支払ごとの領収書（証）の写し 

 ⑸ 補助事業に係るパンフレットその他関係資料 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

  

 （交付額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定によるさいたま市勤労者団体補助金



実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の内容等を審

査し、交付すべき額を確定し、さいたま市勤労者団体補助金交付

額確定通知書（様式第７号）により確定した額を補助事業者に通

知するものとする。 

  

 （補助金の交付請求） 

第１４条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、請求書に

より、市長に補助金の交付を請求するものとする。 

  

 （補助金の交付） 

第１５条 市長は、前条の規定による補助金の交付請求があったと

きは、速やかに補助金を交付するものとする。 

  

 （書類の整備） 

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収入支出を明らか

にした書類、帳簿等を整備し、補助事業の完了した日の属する年

度の翌年度から５年間保存しておかなければならない。 

  

 （その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が定め

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１３年５月１日から施行する。 

 （岩槻市の編入に伴う経過措置） 

２ 岩槻市の編入の日の前日までに、編入前の岩槻市補助金等交付

規則（平成１０年岩槻市規則第２６号）の規定により交付の決定

がなされた補助金については、この要綱の相当規定によりなされ

たものとみなす。 

    

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

    

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

    

附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成２８年１２月１日から施行する。 



（経過措置） 

 この要綱による改正後のさいたま市勤労者団体補助金交付要綱の

規定は、この要綱の施行の日以後の申請に係る補助金の交付につい

て適用し、同日前の申請に係る補助金の交付については、なお従前

の例による。 

 

附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、令和７年５月１日から施行する。 

 



別表（第４条関係） 

経費区分 内容等 

賃金 補助金の対象となる事業の実施（以下「対象事業

実施」という。）対象事業に係るアルバイト賃金 

報償費 講師謝礼、ボランティア謝礼、事業協力者謝礼、

出演料 

旅費 対象事業実施に伴う交通費 

需

用

費 

消耗品費 対象事業実施に必要な消耗品費（材料費を含む） 

食糧費 お茶（講師用に限る）、講師の弁当代（半日以上

の場合） 

印刷製本費 対象事業実施に伴うポスター、チラシ、パンフレ

ット、資料の印刷代等 

役務費 対象事業実施に伴う郵便料金、イベントの保険

料、手数料等 

委託料 対象事業実施に伴う会場設営委託等 

使用料 対象事業実施に伴う会場使用料、機器借上料等 

賃借料 対象事業実施に必要不可欠であると認められる施

設等の借上げに要する経費 

備考 次に掲げる経費は、補助金の交付の対象としない。 

 １ 飲食に係る経費（講師に対するお茶代、弁当代等は除く。） 

 ２ 宿泊に係る経費 

 ３ 役員等に対する給与的意味合いの報酬、手当等に係る経費 

 ４ 総会等の団体の運営を協議する会議・打合せ等に係る経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


